　　　十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業補助金交付要綱
令和３年３月19日
十日町町市告示第40号
　（趣旨）
第１条　この告示は、十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、十日町市補助金等交付規則（平成17年十日町市規則第64号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
　（交付の基準）
第２条　市長は、十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業実施要綱（令和３年十日町市告示第39号。以下「実施要綱」という。）に定められた、十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業の補助の実施に関し、対象事業に取り組む団体に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとする。
　（補助対象団体）
第３条　補助金の交付の対象となる団体は、次の各号のいずれにも該当するものとする。
　(1)　活動拠点が市内にあること。
　(2)　宗教的又は政治的な目的を有する団体でないこと。
　(3)　団体が登録した従事者の過半数が十日町市民であること。
　(4)　団体の役員の過半数が十日町市民であること。
２　前項の規定にかかわらず、十日町市暴力団排除条例（平成24年十日町市条例第４号）第２条第２号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有するものは、補助金交付の対象としない。
　（補助対象事業等）
第４条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、実施要綱に基づき当該事業を利用するもの（以下「利用者」という。）に対し、原則として１週間に１回以上、生活支援サービスの提供を行う事業とする。
２　補助金の額は、利用者に対して行う生活支援サービスの提供0.5時間につき、500円とする。
　（補助金の交付申請）
第５条　補助金の交付を受けようとするもの（以下「事業者」という。）は、あらかじめ十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業補助金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添えて市長に提出しなければならない。
２　市長は、前項の規定による申請があった場合は、申請について審査を実施し、必要な事項について、当該事業者に対し追加の書類提出を求めることができる。
３　市長は、前項の審査により補助金の交付又は不交付を決定したときは、補助金の交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により、当該事業者に通知するものとする。
４　市長は、第１項に規定する申請の際に、前年度から継続して申請を行おうとする事業者に対し、指定する一部の書類の提出を省略することができるものとする。
　（交付条件）
第６条　補助金の交付の条件は、次のとおりとする。
　(1)　十日町市の定める例規、要領等に従い、事業を適切に行うことを誓約すること。
　(2)　補助対象事業の内容変更をしようとするときは、あらかじめ十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業補助金交付変更承認申請書（様式第３号）を市長に提出し、その承認を受けること。
　(3)　補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、中止又は廃止をしようとする１か月前までに、十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業補助事業中止（廃止）承認申請書（様式第４号）を市長に提出し、その承認を受けること。
　（申請の取下げ）
第７条　第５条第３項の規定により、補助金の交付の決定を受けたもの（以下「補助事業者」という。）は、決定通知を受領した日から10日以内に、交付の申請を取り下げる旨の届出を市長に提出することにより、補助金の交付申請の取下げをすることができる。
　（補助金の交付）
第８条　補助事業者は、補助事業の実績があった場合は、当該月分の実施状況を取りまとめ、翌月10日までに十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業補助事業実績報告書兼請求書（月別）（様式第５号。以下「報告書兼請求書」という。）を市長に提出しなければならない。
２　市長は、報告のあった当該月分の報告書兼請求書が適正であると判断した場合は、速やかに補助金の交付を行うものとする。
３　補助事業者は、補助事業の実績があった年度について、当該年度分の実施状況を取りまとめ、翌年度の４月末日までに十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業補助事業実績報告書（年度）（様式第６号）を市長に提出しなければならない。
　（交付決定の取消し）
第９条　市長は、補助事業者について、次に掲げる事項に該当する行為等があったと認めるときは、交付決定の全部若しくは一部を取消し、又は変更することができる。
　(1)　この告示又は事業要綱に定められている内容に違反したとき。
　(2)　例規等に違反し、事業の実施に対し支障が出ると思慮されるとき。
　(3)　補助対象事業の実施に関し不正、怠慢、その他不適切な行為をしたとき。
　(4)　交付決定後に生じた事情変更等により、補助事業の全部又は一部について実施する必要がなくなったとき。
　(5)　補助事業完了前に、補助金の交付の目的が達成できないことが明らかになったとき。
２　市長は、前項の規定により交付決定の全部若しくは一部の取消し又は変更を行ったときは、当該取消し又は変更に伴い発生した損害等については補償しないものとする。
　（帳簿等の保存期間）
第10条　補助事業者は、補助金に関する経費の収支を明らかにした帳簿、書類等を備え、補助事業完了の日から起算して10年を経過した日の属する会計年度の末日まで保存しておかなければならない。
　（届出事項）
第11条　補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、文書により速やかにその旨を市長に届け出なければならない。
　(1)　所在地又は団体名を変更したとき。
　(2)　代表者を変更したとき。
　（その他）
第12条　この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。
附　則

　この告示は、令和３年４月１日から施行する。
　　　附　則（令和４年４月13日十日町市告示第87号）
この告示は、公布の日から施行し、改正後の十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業実交付要綱の規定は、令和４年４月１日から適用する。
　　　附　則（令和５年２月27日十日町市告示第16号）
　（施行期日）

１　この告示は、令和５年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２　この告示の施行の日前に行われた補助事業に係る第８条の規定による報告書の提出については、なお従前の例による。

附　則

　この告示は、令和６年４月１日から施行する。
様式第１号（第５条関係）
年　　月　　日
十日町市長　様
所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　
団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
年度　十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業
補助金交付申請書
次のとおり補助事業等を実施したいので、十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業補助金交付要綱の規定により申請します。
	１　補助申請額
	 十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業実施要綱に定めるサービスの提供0.5時間につき500円

	２　事業の内容
	十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業補助金交付要綱に基づく、補助事業の例規等に沿った生活支援サービスの提供

	３　実施団体名
	

	４　実施開始日
	年　　　月　　　日

	５　添付書類
	（１）団体概要書（付表１）
（２）実施計画書（付表２）
（３）誓約書（付表３）
（４）団体の規約・規則
（５）団体の収支予算書（直近のもの）
 ※その他市長が必要と認めるもの


	６
そ　の　他
	


様式第１号　付表１
団体概要書
	（１）団体名
　　　　　　　
　　　　　　（団体種別：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	（２）団体連絡先
　　　　所在地：　　　　　　　　　　　　　　　電話：
　　　　ＦＡＸ：　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：
　　　　事務所営業日：　　　　　　　　　　　　事務所受付時間：

	（３）団体設立時期
　　　　　　年　　　　月　　　　日

	（４）団体認証機関（ある場合）
　　　　　　　

	（５）代表者
　　　　役職名：　　　　　　　　　　　　　　　氏名：
　　　　住所：　　　　　　　　　　　　　　　　電話：

	（６）活動範囲
（記載例：●●町○丁目（○○町内会）、○○中学校区、○○地域等）
　


	（７）現在行っている、又はこれまでに行った取組活動
　※貴団体の事業報告書、会報誌などを添付して記載に代えて頂くことも出来ます。
　
　


（裏面へ）
様式第１号　付表１（裏）
	（８）現在行っているサービス及び無償提供活動
　　※貴団体が現在行っているものについて、サービス（活動）名・対象・内容・利用料等を記入して下さい。
　　※貴団体のパンフレット・案内誌等で内容が分かれば、それを添付することで記載に代えて頂くことも出来ます。
　



	担当者
	（当該申請書の内容について問い合わせることがあるため、
対応できる方について記入してください。）

	（１）　役職・氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）　担当者連絡先
 住　所：〒　　　　-　　　　　
　　　　　
電　話：                 　　　　　
ＦＡＸ：　　　　　　　　　　　E-Mail:　                         
※住所は担当者が普段執務している所在地、電話等は通常連絡の取れる番号等を記載してください


様式第１号　付表２
実施計画書
　本補助事業に関する以下の事項について記載して下さい。
１
生活支援の内容（生活支援提供団体として行う生活支援にチェックをして下さい。）
	☑
	実施する生活支援サービス内容

	☐
	（1）日常的な買物

	☐
	（2）日常的な掃除

	☐
	（3）日常的な洗濯

	☐
	（4）日常的な調理

	☐
	（5）日常的なごみ捨て

	☐
	（6）家の周りの草取り

	□
	（7）日常的な玄関先の道付け（冬期間に限る。）

	☐
	（8）（上記サービスに付随した）傾聴・話し相手

	☐
	（9）その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	備考
	


２
実施体制（※別紙による提出でも可）
	区
分
	氏名
	住所

	代表者
	
	

	提供責任者
	
	

	補助事業の生活支援
従事者
（予定者）名簿
（事業責任者等が従事者も行う場合はこの欄にも記載のこと）
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


３
補助事業における生活支援を提供する地域
	（例：十日町市○○地区全域、○○町等　一目で分かるよう具体的に記載すること）



４
ひと月のサービス提供可能時間（この場合、ひと月は４週で計算すること）

	ひと月の生活支援サービス提供可能
時間
月　　　時間
	算出根拠（例：週２時間×利用者４名×４週＝月32時間）



様式第１号　付表３
　年　　月　　日
十日町市長　様
（活動団体の事務所所在地又は代表者宅住所）
〒　　　　　　　　　
（活動団体名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　
（代表者[役職・氏名]） 　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
誓　約　書
　十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業実施要綱並びに十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業補助金交付要綱及び十日町市の定める基準に基づき、高齢者・障がい者生活支援サービス提供団体として認証を求め、併せて補助金交付を申請するにあたり、当団体は次のとおり誓約いたします。
　もし、この誓約内容に虚偽又は違反することがありましたら、認証及び交付決定の停止又は取消しの処分を受けても異議を唱えません。また、その処分を受けたことによる損害等が発生した場合でも十日町市等に損害賠償や補償等を請求しないことを誓います。
１　十日町市例規の内容について認識しており、適正な事業の運営に努めます。
２　申請者又は役員等は、介護保険法（平成9年法律第123号）第70条第2項各号、第78条の2第4項各号、第79条第2項各号、第86条第2項各号、第94条第3項各号、第115条の2第2項各号、又は第115条の12第2項各号に掲げる者ではありません。
３　団体役員又は従事者が、法令等に違反する等の不正行為等に関与していることが明らかな場合は、十日町市が、当該団体等（当該団体が関連する全ての団体を含む。以下同じ。）に対して補助交付決定取り消し等や団体認証取り消し等（以下「取消」という。）の処分を行うことを承知しています。
４　申請の内容と異なる事業運営を行うこと等、重大な法令違反があった場合に、十日町市が、当該団体等に対して取消等の処分を行うことがあることを承知しています。
５　申請手続を開始した後に判明した事実により、たとえ事業を想定した支出行為を行って、従事者を確保した後であっても適正な運営ができないと判断される場合は、交付・認証の決定を行わない場合があることを承知しています。また、交付・認証を行わないことに伴い生じる負担、賠償等については十日町市からの補填や賠償はないことを承知しています。
６　十日町市が介護保険関係法その他法令等に基づき、当該団体に対して行う実地調査等に協力します。また、要綱等に基づく照会・指導を行った場合は速やかに協力・対応します。
７　十日町市に提出した申請書等の内容及びその協議等の経過について、第三者（マスコミ又は利害関係者等）から求めがあった場合には、十日町市が情報（個人情報に係るものを除く。）の公開を行うことがあることを承知しています。
８　当団体において当該事業を行うことができなくなった場合は、当団体の利用者が継続して同等のサービスを利用できる方策を講じます。
９　認証を受けようとしている当該事業とその他の事業を明確に区分するため、経理を明確に区分し、会計帳簿、決算書類その他の収支の状況を明らかにする書類を整備します。
（裏面あり）

（裏）
10　利用者に対し、十日町市が補助対象とする高齢者・障がい者安心サービス事業以外の当該団体の自主事業を行う場合は、以下のことを遵守します。
　　(１)　高齢者・障がい者安心サービス事業の実施において収集した利用者情報を使うことはいたしません。団体の自主事業を実施しようとする場合は、自主事業の実施にあたり、必要な個人情報を団体が改めて同意を得て取得し、契約等を締結します。
　　(２)　高齢者・障がい者安心サービス事業サービス提供時間内に、団体の自主事業は決して行いません。高齢者・障がい者安心サービス事業サービス提供に引き続き団体の自主事業を行う場合は、利用者に明快に分かるように宣言してから行うなど、誤解を招かないように自主事業を実施します。
　　(３)　 高齢者・障がい者安心サービス事業サービス実施における利用料及びサービス提供の際に生じる実費費用の徴収と団体の自主事業の費用等を徴収する場合は、同時に徴収しないようにします。
　　(４)　その他、認証団体であることを不当に利用し、利用者に不要な団体の自主事業サービスを利用させるなどの不正行為は絶対に行いません。
11　当団体には、次のいずれかに該当する者はいません。もし、団体役員又は従事者に次のいずれかに該当する者がいた場合は、十日町市が、当団体に対する補助交付決定取り消しや団体認証取り消し等（以下「取消」という。）の処分を行うことを承知しています。
　　　また、団体役員又は従事者が次のいずれかになったことを知った場合は、速やかに十日町市に報告し、その者を速やかに団体から排除することにします。
(１)　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２項に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は同項第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）
(２)　新潟県暴力団排除条例（平成２３年新潟県条例第２３号）第22条の規定による公表が現に行われている者
(３)　暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者
12　当団体、団体役員及び従事者は、十日町市暴力団排除条例（平成２４年十日町市条例第４号）
を遵守します。
13　当団体及び団体役員は、市税を滞納していません。
　　（※　市税が課税されていない団体も、「滞納していない」に含みます。）
14　当団体は、十日町市が補助対象とする高齢者・障がい者安心サービス事業実施に関する関連法令、例規並びにそれらに基づき市が定めた基準に適合した団体の会則及び活動規約を定めたうえで、活動します。なお、団体の活動規約・方針等には次の事項をすべて規定します。
(１)　当該事業の活動目的・事業内容
(２)　従事者（サービス提供者）の具体的な衛生管理対策（インフルエンザ等の感染症予防及
びまん延防止に関する対策を含む）と従事者への周知方法
(３)　利用者及びその家族の個人情報を保護するための具体的な方法と団体役員及び従事者へ
の周知徹底
(４)　サービス提供時に事故が発生した場合の具体的な対応策、関係機関への連絡体制及び対
応経過の記録方法と従事者への周知方法
15　当団体は、次の事項をすべて満たしたうえで活動します。
　　(１)　団体及び全ての従事者が傷害保険及び賠償責任保険に加入します。
　　(２)　従事者が使用する衛生用品（マスク等）を備え付けます。
　　(３)　高齢者・障がい者安心サービス事業専用の出納簿で事業実施に係る経費を管理するか、全体管理する場合でも高齢者・障がい者安心サービス事業の経費が明快に分かるようにして経費を管理いたします。
16　利用者の苦情には誠実に対応します。そのために次の事項を遵守します。
（１）　従事者は利用者から苦情があった場合は、団体の事業責任者に速やかに報告すること
（２）　事業責任者は苦情対応について、団体がサービス提供の主体であることを自覚して、利用者に誠意・責任を持ってあたるとともに、事務局へ経過報告を速やかに行うこと
（３）　やむを得ず十日町市が事案調整に当たる場合でも、十日町市に誠実に協力すること
様式第２号（第５条関係）
第　　　　　号　
年　　月　　日　
　　　　　　　　様
十日町市長　　　　　　　　　
補助金の交付（不交付）決定通知書
　　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業補助金については、十日町市補助金等交付規則第４条及び十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業補助金交付要綱の規定により、次のとおり交付（不交付）を決定することにしたので同規則第６条及び同要綱第５条の規定により通知する。
記
　１　この補助金の交付の対象となる補助事業者は、十日町市補助金等交付規則及び十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業補助金交付要綱に従わなければならない。
　２　補助金の決定額は、次のとおりとする。
　　　要綱等に定めるサービスの提供0.5時間につき　金500円
　３　補助金の交付条件は、別紙に定めるほか要綱並びに市が別に定める基準のとおりとする。
　（不交付を決定した場合はその理由を記載）
様式第３号（第６条関係）
年　　月　　日
十日町市長　様
所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　
団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　  
十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業補助金交付
変更承認申請書
すでに認証並びに交付決定を受けた上記事業について、次のとおりその内容を変更したいので、十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業補助金交付要綱の規定により、関係書類を添えて申請します。
	１　事　業　名
	十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業

	２　変更する内容
	

	３　変更前の内容
	

	４　変更後の内容
	

	５　変更（予定）日
	年　　　月　　　日

	６　添付書類
	（※変更内容が分かる書類を添付して下さい）


	７
そ　の　他
	　


様式第４号（第６条関係）
年
月
日
十日町市長　様

届出者　所在地
団体名
代表者氏名
             電話番号
十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業
補助事業中止（廃止）承認申請書
次のとおり補助事業の　中止 ・ 廃止　をしたいので、届け出ます。
	届出の種別
	中止　・　廃止

	中止・廃止しよう
とする年月日
	年
月
日

	中止・廃止しよう
とする理由
	 

	現にサービス提供を受け
ている者に対する措置
	 

	中止予定期間
（中止の場合のみ記入）
	年　　月　　日～　　　年　　月　　日


備考
１．中止又は廃止をする１か月前までに提出してください。
２．60日以上の中止を行う場合は、「廃止」で届け出て下さい。
様式第５号（第８条関係）
年
月
日
十日町市長　様
所　在　地　　　　　　　　　　　　　　
団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　  
十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業
補助事業実績報告書兼請求書（月別）
十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業の　　　年　　　月実施分について、十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業補助金交付要綱の規定により、関係書類を添えて、実績を報告します。
なお、併せて補助金　　　　　　　円を請求します。
	１　実績の対象と
なる生活支援
の提供時間
	　総計　　　時間

	２
実績報告月の
補助金請求額
	総計　　　時間　×　補助額１,０００円　
＝　補助金額　　　　，　００　円

	３
添
付
書
類
	(１)　月毎のサービス提供実施を総括した書類
(２)　生活支援の提供実績回数が分かる記録書類
(３)　その他市が必要とする書類


　振込先
	金融機関名
	
	支店名
	

	口座種別
	　　普通　　　当座　　（いずれかに○）

	口座番号
	

	口座名義人
	ﾌﾘｶﾞﾅ

	
	


様式第６号（第８条関係）
年
月
日
十日町市長　様

所　在　地　　　　　　　　　　　　　　
団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業
補助事業実績報告書（年度）
十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業の　　　　年度実施分について、十日町市高齢者・障がい者安心サービス事業補助金交付要綱の規定により、関係書類を添えて、実績を報告します。

	１　対 象 年 度
	　　　　　年度実施分

	２　実績の対象と
なる生活支援
の提供時間
	　年度総計　　　時間

	３
実績報告年度
　  の補助金受取
（予定）額
	年度総計　　　時間　×　補助額１,０００円
　＝補助金受取（予定）額　　　　，００円

	４
添
付
書
類
	(１) 年度の生活支援提供の実績が分かる書類
(２) 団体の決算（見込）書
(３) その他市長が必要とする書類
※なお、該当年度中の実績に訂正がある場合は今回の実績提出までに月別実績報告書を提出し差額分を補助請求又は返納すること
※団体の決算見込書を提出した団体は、決算が終わり次第十日町市へ提出すること

	５　そ　の　他
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